
１１１１．．．．研究研究研究研究のののの背景背景背景背景とととと目的目的目的目的    
 1998年に中心市街地活性化法を含むまちづくり三法が施
行され、中心市街地の都市機能増進及び経済活力向上を総
合的かつ一体的に推進するための対応が図られてきた。し
かし、地方都市中心市街地の多くで衰退に歯止めがかから
ず、大規模店の撤退や駐車場、空地、空家、空き店舗など
の低未利用地の増加が見られている1)。この現状をうけ、
現在、まちづくり三法の見直しが進められ、国策として中
心市街地活性化への取り組みが行われようとしている。 
 一般に、地方都市中心市街地の土地・建物利用をみると、
新規に立地が進む郊外とは対照的に、個々で営業する老朽
化した旧来の商業施設が立地している。さらに、新規に開
業する店舗も少なく、流動性が低下し、新陳代謝が進んで
いない2)。これが、低未利用地の増加、ひいては商業地域
の魅力の低下につながっていると考えられる。 
 これまで、流動性を阻害する要因としては、権利関係の
複雑化が通説とされてきた。しかし、服部ら(2004)による
長岡市を対象とした研究3)では、流動性の低下がみられる
ものの比較的単純な権利関係であり、建物利用に対する影
響は小さいという結果が示された。しかし、長岡市は人口
20万人規模の都市であること、戦災復興土地区画整理事業
を行った特殊な事例であることから、知見の一般性は未だ
明らかにされていない。 
 そこで、本研究では中心市街地の衰退がより問題となっ
ている人口規模10万人程度の都市として、三条市と上越市
高田地区（1)  の中心商業地域全域を対象として、中心市街
地の利用実態と土地・建物権利関係から、地方都市中心市
街地の権利状況に関する基礎的知見を得ることを目的とす
る。そして、今後の中心市街地に対する施策や土地利用に
対して提言を行う。 

２２２２．．．．研究研究研究研究のののの方法方法方法方法    
 まず、中心市街地の土地・建物利用の現状を把握するた
め、対象都市の商業地域全域について現地調査を行った。
次に、全域の土地・建物登記簿を入手し、服部ら(2004)の
手法を参考として登記状況を確認するとともに、権利関係
を敷地単位に変換し、さらにパターン化することで、土地
・建物所有者の実態と権利関係の実態を把握した。さらに
単純な権利関係に関しては、利用者も含めた関係をみた。
また、権利が単純な地権者に対して、アンケート調査を行
い、地権者の意向を明らかにした。 
 
３３３３．．．．土地土地土地土地・・・・建物利用建物利用建物利用建物利用のののの実態実態実態実態    
 現地調査によって、住居系、商業系等の用途を36項目に
詳細分類した土地利用と、視認で構造と階数を全ての土地
・建物について把握した。対象商業地域の範囲は、三条市
が94ha、上越市が86ha、容積率/建蔽率 の指定は、三条市
が（400/80）、上越市が（500/80）である(図４，５)(2)。 
(1) 三条市 
 立体駐車場、商業施設、居住施設の三棟を有する再開発
ビル「パルム」が1988年に建てられている（写真１①）。
居住施設は満室であるが、商業施設では核店舗が撤退し、
空きフロアが発生している。また、東三条駅前の核店舗も
撤退し、空き店舗となっている（写真１⑤）。商店街は商
業地域内に複数が点在し、低層の商店と住宅が連なってい
る（写真１②）。 
 敷地数は全体で 3,093敷地を把握した(表１)。土地建物
利用の構成をみると、戸建専用住宅が34.9％を占め最大で
あった。戸建併用住宅(商業系)が、18.3％存在する。本来、
商業地域内であるため高度利用を図る対象となる純粋な商
業施設単体での立地は 8.1％しかない。併用住宅(商業系)
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と併せても、26.4％に過ぎず、戸建専用住宅に及ばない。
さらに、空き家、空店舗、空地も 150敷地を越えて全体の
５％を占める。低未利用地の一つとして駐車場をみると、
商業系用途数より多く13.1％を占める。低未利用地として
車庫・倉庫も加えたその他の合計でみると、商業地域全体
の25.8％にのぼる。 
 町丁目別にみると、商店街のある本町の一部や東三条駅
周辺では商業系が多いが、全体的に戸建専用住宅に特化し
ている。一ノ門二でその他の値が大きいのは、商業地域の
端であり住居系の用途も大きく、小規模な駐車場や倉庫・
車庫が多かったためである。 
 建物の構造と階数をみると木造が86.9％、二階建が83.5
％と高く（表２）、用途別分類でみると、木造二階建の住
宅が大半を占める。三条市に特化した事項ではないと思わ
れるが、耐火構造の建物は少なく、木造で低層の建築物が
大半を占める。一部には高層共同住宅や総合病院が中心市
街地に立地している。 
(2) 上越市 
 1978年より商店街近代化事業により道路拡幅やアーケー
ド整備が商店街の一部で行われているが（写真１③）、核
店舗の一つが撤退し、空きフロアが発生している。また、
日本有数の雁木通りが続く地区も存在する（写真１⑥）。 
 敷地数は全体で 2,849敷地となった。土地建物利用の構
成をみると、戸建専用住宅が31.3％を占め最大であった。
戸建併用住宅(商業系)が19.4％存在する。商業施設の立地
は 7.8％、併用住宅(商業系)と併せても27.2％にとどまる。
さらに、空家、空き店舗、空地も 150敷地を越えて全体の 
6.4％を占める。駐車場は商業系用途の数より多く17.4％、
低未利用地として車庫・倉庫も加えたその他の合計でみる
と商業地域全体の32.9％を占める。上越市でも住居系を多
く含む商業地域の過大指定や中心市街地での商業機能が低
下していることが窺える。 
 町丁目別では、商店街のある本町の一部や飲食店街であ
る仲町で商業系が多い。全体的に住居系の値が大きく戸建
専用住宅に特化しているが、一部では戸建併用住宅やその
他が大きい。本町一や本町六、南本町三では、前面道路側
が住宅(併用)、背面側に駐車スペースや倉庫を有す、特徴
的な利用がみられた（写真１④）。 
 建物の構造と階数について用途別に分類すると、木造二
階建という住宅が大半を占める。木造が86.5％、二階建が
78.9％と高い。耐火構造の建物は少なく、木造で低層の建
築物が多い。上越市
は、城下町の面影も
あり旧街道沿いに商
業地域を有している
ため、歴史のある低
層木造住宅が存在し
ている現状もある。
近年、連続した町家
数軒分を１敷地とし

た高層の共同住宅が立地している。上越市では、戸建併用
住宅が三条市より広域でみられる。 

1 2 3 4 5 6～ 1 2 3 4 5 6～

住宅系 19 1,772 122 12 1 4 1,930 74.4% 11 1,381 202 10 3 9 1,616 71.6%

商業系 21 138 66 14 5 5 249 9.6% 7 140 49 13 6 7 222 9.8%

工業系 6 16 1 0 0 0 23 0.9% 3 11 3 0 0 0 17 0.8%

文教・厚生 3 14 1 1 2 0 21 0.8% 2 12 10 0 1 1 26 1.2%

その他 113 213 8 2 1 0 337 13.0% 111 229 12 2 1 0 355 15.7%

不明など 16 14 3 1 0 34 1.3% 10 7 2 1 0 20 0.9%

合　計 178 2,167 201 29 10 9 2,594 100.0% 144 1,780 278 25 12 17 2,256 100.0%

割　合 6.9% 83.5% 7.7% 1.1% 0.4% 0.3% 100.0% - 6.4% 78.9% 12.3% 1.1% 0.5% 0.8% 100.0% -

階　数
合　計 割　合

用途分類

三　条　市 上　越　市

合　計 割　合
階　数

表２ 土地利用用途と階数 

敷　地 割　合 敷　地 割　合

　戸建専用住宅 1,078 34.9% 891 31.3%

　戸建併用住宅（商業系） 566 18.3% 554 19.4%

　戸建併用住宅（商業系以外） 224 7.2% 126 4.4%

　共同住宅 62 2.0% 48 1.7%

249 8.1% 222 7.8%

23 0.7% 19 0.7%

21 0.7% 26 0.9%

　駐車場 406 13.1% 496 17.4%

　車庫・倉庫 236 7.6% 258 9.1%

　空家 55 1.8% 67 2.4%

　空き店舗 41 1.3% 27 0.9%

　空地 62 2.0% 88 3.1%

不明 　上記以外のもの、不明 70 2.3% 27 0.9%

3,093 100.0% 2,849 100.0%

用　途
三条市 上越市

住居系

　商業系

　工業系

　文教・厚生

その他

合　計

表１ 土地利用状況 

① ②

③ ④ 

⑤ ⑥

①再開発ビル（商業施設） ②三条市商店街 
③商店街近代化事業    ④敷地背面（駐車場） 
⑤核店舗の撤退      ⑥雁木通り 

写真１ 土地利用状況 



 以上より、両市とも利用は低利用かつ専用住居やその他
利用が主であり、商業地域の市街地像として示された定義
である「主として商業その他の業務の利便を増進するため
定める地域」を満たしきれてはいないと考える。 
 
４４４４．．．．土地土地土地土地・・・・建物所有者建物所有者建物所有者建物所有者のののの実態実態実態実態    
(1) 三条市 
 登記簿上で5,616筆存在する内、宅地が4,501筆と80.1％
を占め、次いで公衆用道路 8.6％、その他 3.6％、田 3.5
％と続く。商業地域であっても田畑が 3.6％も存在する(
表３)。平成８年に商業地域に編入された市役所周辺に農
地(田)が多く残存している。 
 次に取得原因をみると、相続が1,861筆(33.1％)、売買
が2,256筆(40.2％)、贈与が 474筆(8.4％)、上地や寄付な
どのその他が18.1％となっている。さらに、土地の取得年
をみると、1959年以前が20.9％と最も多く、以後1960～69
年が11.1％、70～79年が12.8％、80～89年が19.2％、90～
99年が19.3％、2000年以降が10.2％となっており、1970年
以前に取得された土地が全体の32％を占める。また、取得
原因と取得年の関係をみると、相続では90～99年が27.6％、
2000年以降が14.2％であり、合わせて４割となっている。
一方、売買は1970年以前が36.2％を占め、近年、相続によ
り世代交代が起こっていることが窺える。登記されていた
建物は、全体で 3,500棟であった。 
(2) 上越市 
 全体の6,711筆に対して宅地が4,948筆と73.7％を占める。
次いで公衆用道路畑11.0％、 8.5％、その他3.9％と続く。
畑が多いため宅地の割合が若干低い。上越市では、歴史的
な町家住宅が短冊状に密集しているものの、敷地の背面に
余裕があるため、畑としている場合がみられる。 
 次に取得原因をみると、相続が32.4％、売買が36.2％、
贈与が 3.0％、その他28.4％となっている。三条市に比べ
その他が多いのは、合併や家督相続が多いためである。ま
た、土地の取得年をみると、1959年以前が15.9％、以後
1960～69年が10.6％、70～79年が18.3％、80～89年が15.6
％、90～99年が17.5％、2000年以降が11.2％となっており、
1970年以前に取得された土地が全体の26.5％を占める。ま
た、取得原因と土地の取得年の関係をみると、相続では、
1959年以前は 9.6％、60～69年が 9.2％であり、合わせて
1970年以前が18.8％である。一方、1990年以降は40.4％を
占め、近年、相続で取得された土地が多い。逆に売買では
1970年以前が32.4％を占める。また、1990年以降も33.3％
で３割を超え、毎年、一定量の売買による地権者の入れ替
わりがあることが窺える。登記されていた建物は、全体で 
2,502件であった。 
 
５５５５．．．．土地土地土地土地・・・・建物権利関係建物権利関係建物権利関係建物権利関係とととと利用利用利用利用のののの実態実態実態実態    
 登記情報を国土基本図に落とし込み、地籍図のデータ化
を行った。まず、１敷地１建物として考え、筆の統合や分
割を行い、筆を敷地に統合した。次に、これに建物情報を

加え、土地・建物の権利関係を把握した。 
(1) 三条市の土地・建物権利関係 
 土地登記 3,823筆を国土基本図上に落とすことができ、
3,694 筆が登記情報との整合が図れた。商業地域全域とし
ては、 5,616筆の内、７割程度が復元できた(3)。この復元
できた土地について分析する。 
 土地登記 3,694筆の内、不明登記や未記入を除く 3,512
筆の所有者の所在が明らかとなった(4)(表４)。町内と市内
の地権者を合わせると９割弱になり、大半が市内在住者の
土地である。所々にみられる県内や県外の所有は、証券会
社などの企業や郵便局、銀行である。 
 次に権利関係をみる。確認できた筆を敷地に統合した結
果(5)、 1,351敷地になり、この内、登記情報と整合でき、
実際に建物との権利関係を明らかに出来たのは 1,313敷地
(建物)である(表５)。土地・建物の権利者が同一かつ単独
の場合を「単純」、それ以外の複数人所有等を「複雑」と
した。その結果、単純な権利関係が 721、複雑な権利関係
が 592で、単純が過半を占めることが明らかとなった。し
かし、単純と複雑は錯綜して存在しており、一概に単純が
多いから権利調整が容易であるとは言い難い。 
(2) 上越市の土地・建物権利関係 
 4,629筆を国土基本図上に落とすことができ、4,456筆が
登記情報との整合が図れた。城下町当事の格子状の骨格が
残っているため、町家の一軒をベースとした筆界が多く、
二軒分で複数筆を有す場合で隣地との筆界を特定すること
が困難な場合もあったが、さほど複雑に筆は切れていない。 

宅　地 4,501 80.1% 3,441 93.2% 4,948 73.7% 3,862 86.7%

田 194 3.5% 119 3.2% 46 0.7% 5 0.1%

畑 5 0.1% 3 0.1% 736 11.0% 472 10.6%

雑種地 128 2.3% 19 0.5% 87 1.3% 41 0.9%

道路用地 482 8.6% 50 1.4% 568 8.5% 12 0.3%

鉄道用地 106 1.9% 1 0.0% 62 0.9% 3 0.1%

その他 200 3.6% 61 1.7% 264 3.9% 61 1.4%

合　計 5,616 100.0% 3,694 100.0% 6,711 100.0% 4,456 100.0%

統合後

上 越 市三 条 市
地　目

全　体 統合後 全　体

表３ 土地登記状況(全体登記，統合後) 

町　内 1,760 47.6% 3,075 69.0%

市　内 1,370 37.1% 846 19.0%

県　内 152 4.1% 109 2.4%

県　外 171 4.6% 213 4.8%

寺院等 47 1.3% 88 2.0%

自治体等 182 4.9% 82 1.8%

不　明 12 0.3% 43 1.0%

3,694 100.0% 4,456 100.0%

その他

合　計

上越市

在住

不在

分　類 三条市

表４ 土地所有者の所在 

表５ 土地・建物権利関係 
権利関係

単　純 721 54.9% 1,087 65.6% 169 51.8%

複　雑 592 45.1% 570 34.4% 157 48.2%

合　計 1,313 100.0% 1,657 100.0% 326 100.0%

三条市 上越市 長岡市

＊長岡市は服部(2004)の知見



 登記情報との整合が図れた 4,456筆の内、不明登記や未
記入を除く 3,753筆の所有者の所在が明らかとなった。町
内と市内の地権者を合わせると８割を超え、大半が市内居
住である。一部に寺院等の所有がまとまって存在するが、
この地は東本願寺高田別院へと続く参道に面しており、高
田別院所有の土地に建物が建っている。 
 次に権利関係をみる。確認できた筆を敷地に統合した結
果、 1,728敷地になり、この内、登記情報と整合でき、実
際に建物との権利関係を明らかにできたのは 1,676敷地(
建物)である。背面が｢畑｣で登記されているが、実際には
空地や個人の車庫の敷地が多い。結果として、単純な権利
関係が 1,087、複雑な権利関係が 570と、単純が複雑の約
２倍と大きく差が出た。単純には細長く小さい個人の敷地
が多く、複雑では少し大きめの企業の敷地が目立つ。また、
区画整理を行った商店街では複雑が目立つ。 
(3) 権利関係と建物利用 
 土地・建物の権利のみでは権利関係全体を把握したこと
にはならない。そこで、三条市と上越市それぞれから詳細
対象地区を抽出して(6)、単純関係にある建物利用の実態を
把握し、実用途と権利の関係を明らかにする。 
 土地・建物権利関係(Ａ－Ａ)までは登記簿上で把握でき
ているので、住宅地図を用いて登記上の所在地と見合わせ
ながら所在地を確認し、所在地の用途を把握した。完全に
一致するものは「Ａ」、親族関係所有と考えられる苗字の
み同じや商店名が苗字と同じ場合は、「Ａ′」、借家等と
考えられる別名や空白の場合は「Ｂ」とした。三条市は６
地区 125、上越市は４地区 199の単純権利を確定し、それ
ぞれ建物利用者を調査した(表６)。 
 三条市では、７割以上が土地・建物所有者と同一の利用
者である。19軒(15.2％)は親族等の利用となっている。上
越市をみると、土地・建物所有者と同一の利用者は55％で
半数を超えるにとどまり、親族等や商店名で確認が取れた
ものが36％存在し、合わせて９割を超える。単純な土地・
建物では、借家等が考えられるBは１割に過ぎない。 
 したがって、土地・建物権利関係に実際の建物利用
者も加えてみても、Ａ-Ａ-Ａとなる関係が多く、特
に三条市では７割を超えた。上越市ではＡ′を３割
強確認できた。比較的単純なＡ′も含めてみると両
市とも９割程度になり、土地・建物権利関係が単純
な場合は建物利用者もほぼ同一であることが明らか
になった。 
 
６６６６．．．．土地土地土地土地・・・・建物所有者建物所有者建物所有者建物所有者のののの意向意向意向意向    
 利用の実態を明らかにした地区を対象として、権
利関係が単純な地権者に対し、中心市街地衰退に関
する意見(共通項目)と所有している土地・建物につ
いての意向(個別項目)を調査するために、アンケー
ト調査(郵送配布・郵送回収)を行った(表７)。対象
者を三条市では、住宅、商店、駐車場、空地の各所
有者、上越市では、住宅、商店、不在地主とした(7)。 

表６ 土地・建物権利と利用者 

A A' B A A' B

J 8 7 J 36 15

S 7 0 S 8 6

J 6 1 J 24 9

S 14 0 S 10 20

J 5 2 J 16 7

S 12 0 S 10 7

J 5 6 J 2 1

S 9 0 S 3 6

J 3 1 109 71 19 183

S 7 0

J 13 2

S 4 0

93 19 13 125

上越市　合計

三 条 市 上 越 市

本町2 3 40

本町3 2 12

仲町2 3 68

仲町3 11 63

町丁目名 種別
利 用 者

合計町丁目名 種別
利 用 者

合計

東三条1 25

本町１ 22

3

1

本町5 21

5

1

本町2 24

三条市　合計

林町1 12

東裏館2 21

1

2

＊＊＊＊J：住宅、S：商店

表７ アンケートの配布と回収数 

住宅 商業

本町2 22 20 41

本町3 3 11 14

仲町2 52 14 66

仲町3 34 37 71

合計 111 82 192

回収数 41 29 70

回収率 37% 35% 36%

配布町名
種 別

合 計

上 越 市

住宅 商業 駐車場 空地

東三条1 15 6 13 3 37

本町1 7 12 4 3 26

本町2 7 9 9 1 26

本町5 10 10 7 2 29

林町1 4 7 10 2 23

東裏館2 14 4 7 1 26

合計 57 48 50 12 167

回収数 28 17 19 5 69

回収率 49% 35% 38% 42% 41%

三 条 市

配布町名
種 別

合 計

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

発展していくと思う

何らかの変化はあると思う

変わらないと思う

悪くなると思う

図３ 中心市街地の今後の変化 
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図１ 中心市街地での大規模開発に対する意向 
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図２ 中心市街地のあるべき姿について 



(1) 三条市 
 土地・建物所有者には、中心市街地の商業の衰退や人口
減少に対する問題意識が高い。商業地域内に土地等の不動
産を所有していることに対する意向を見ると、満足が半数
を占め、不満足を上回った。次に、商業地域内の土地・建
物の活用状況についての意識は、「不十分である」が過半
数を占めた。「場所によっては不十分である」を合わせる
と、ほぼ全ての人が商業地域内の土地・建物利用は十分で
はないと考えている。特に商店主や空地所有者で不十分と
回答した比率が高い。 
 中心市街地での大規模場開発に対しては、反対の意見は
少なく(図１)、中心市街地のあるべき姿については、「時
代のニーズにあった活性化」「現状を活かした活性化」へ
の希望が多い（図２）。現状の商店街等が、郊外型大型店
のように時代のニーズに合っていないことを示している。
大規模開発に対して賛成が多かったものの、中心市街地の
あるべき姿としては、現状を活かしたものを望んでおり、
高度・高密な利用を望む声は少ないといった結果になった。
また、中心市街地の今後の変化については、「悪くなると
思う」が６割を超え（図３）、地権者としては、開発には
賛成するものの、開発による街並みの様変わりは希望して
おらず、現状を活かし、活性化を模索するような中心市街
地の更新を望んでいるようである。 
(２)上越市 
 不動産を所有していることに対する意向をみると、「満
足」が６割近くになり、不満足を上回った。次に、商業地
域内の土地・建物の活用状況についての意識は、「不十分
である」が過半数を占めた。「場所によっては不十分であ
る」を合わせると、ほぼ全ての人が商業地域内の土地・建
物利用は十分ではないと考えている。特に商店主や不在地
主で不十分と回答した比率が高くなっている。ただし「そ
の他」に対する
記入意見をみる
と、マンション
の立地を問題視
する意見や建物
の老朽化が目立
つといった意見
があった。 
 中心市街地で
の大規模開発に
対しては、「反
対」「やや反対
」が合わせて２
割弱存在するも
のの、全体で６
割は賛成の意向
を示した。特に
不在地主は、開
発を望んでいる

図５ 土地・建物権利関係(上越市商業地域全域) 
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図４ 土地所有者の所在(三条市商業地域全域) 
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ようである。商店については、一部のみで商店街近代化事
業が行われており、昔ながらの形状を留めている地区のた
め開発意向が強くなったと考えられる。中心市街地のある
べき姿については、「時代のニーズにあった活性化」「現
状を活かした活性化」への希望が大半である。上越市でも
現状の商店街等が時代のニーズに合っていないといえる。
三条市と同様に、大規模開発に対して賛成が多かったもの
の、中心市街地のあるべき姿としては、現状を活かしたも
のを望んでおり、高度・高密な利用を望む声は少ない結果
となった。時代のニーズには合わせたいものの、歴史のあ
る街並みを残したいという意向が感じられる。 
 不在地主への調査からは、過去に在住していた地権者も
存在し、居住暦をみると30年から20年前くらいまで在住し
ていたことが分かった。不在地主の意向は様々だったが、
土地・建物所有に対して消極的な意向が目立った。 
 
７７７７．．．．まとめまとめまとめまとめ    
(1) 土地・建物の利用実態と権利関係 
 中心市街地の土地・建物利用の実態として三条市、上越
市ともに商業地域内にも係わらず、木造二階建の戸建専用
住宅が高い割合を占める。高度利用を促進すき地域とは程
遠く、商業地域として機能している部分はわずかで、広域
に商業地域を設定している現状が明らかとなった。 
 登記情報より、土地・建物の所有者の実態をみると、「
宅地」での登記が三条市で８割以上、上越市でも７割以上
になる。取得原因と取得年の関係をみると、毎年、一定量
の土地の売買が存在する。相続については、1990年以降の
権利移動が多い。建物では、住宅(単体)での登記が多く、
店舗は複合を合わせても住宅の総数には及ばない。 
 上越市では、区画整理地では存在しないが、「畑」が宅
地の背面に存在する特徴がみられた。土地所有者の所在地
をみると、両市で８割以上が町内、および市内であり、市
外や県外といった、いわゆる不在地主の存在は長岡市と同
様に少ない結果となった。 
 土地・建物の権利関係をみると、長岡市では単純と複雑
が約半々で存在すると報告されているが、三条市ではほぼ
同じ結果といえるものの、上越市では単純が複雑の倍近く
存在し、流動性の阻害要因として通説とされる権利関係の
複雑さは小さいと考えられる。 
 土地・建物の権利と利用者の関係は、単純な権利の場合、
利用者も同一の場合が多い。また、苗字のみが一致する親
族関係と考えられる利用者の場合もあり、完全に違う利用
者は、土地・建物が単純な場合では多くはないことが分か
った。 
 地権者の意向は、中心市街地の商業衰退化や人口減少と
いった中心市街地問題に関心をもっている。中心市街地に
土地・建物を所有することに満足しているが、商業地域内
の現状の土地・建物利用に関しては不十分と感じている。
中心市街地での大規模開発に賛成の意向はあるが、市街地
像として望んでいるのは現状を活かした開発であり、矛盾

する点もあるが「更新」といった形を望んでいることが窺
える。 
(2) 商業地域の有効活用 
 ２市の分析から、流動性の阻害要因として指摘される権
利関係の複雑さは実態として大きくない結果となった。ま
た、地権者の意向としては、土地・建物所有に満足してい
るものの、中心市街地全体でみると有効活用されていない
と考え、何らかの開発を望んでいる。しかし、地方都市の
財政状況から考えると大規模な開発事業は難しい。三条市、
上越市では権利関係が単純であると結果付けられたことか
ら、個別の更新行為を促進していくことは可能であると考
える。従って、広範囲では難しくても一部地区で単純地権
者による協調建替を行うなどの個別更新が重要である。協
調建替に関しては、地権者の意思統一を図るとともに、街
並みから考えていくことによって活性化の道を模索できる
と考える４)。 
 また、商業地域内で高度利用が進まない要因としては、
住宅に特化している地区も存在していることから、商業地
域の過大な指定に問題があると考えられる。中心業務地区
や良好な居住地を商業地域内でも指定することによって、
商業地域の有効利用の促進、そして中心市街地の活性化へ
と繋がると考える。 
 
 
 
【補注】 
(1)上越市は昭和46年に高田市と直江津市が合併して誕生し、中心市街地
活性化基本計画もこの２地区で策定している。上越市は13万人都市である
が、高田地区(旧高田市)の人口は約９万人(2000)である。本研究では、上
越市と総称する。 
(2)図４，５中の番号①～⑥は、写真１の番号に対応 
(3)1997年に弥彦線の高架化が行われ、それに伴って土地の整理が沿線で
行われており、筆界の特定が困難な場所が複数存在した。従って、一部で
再現が不可能だった。 
(4)寺院の所在については、登記簿上に寺院名のみの登記がされているも
のが多く、一括して寺院関係の所有にした。 
(5)筆を統合する際、同一人物で、敷地が接続して登記されていた場合は、
母屋と倉庫のような関係になるので、都合上、１建物として調整を行って
いる。 
(6)三条市については、駅前地区、商店街地区から東三条一、林町一、本
町一・二・五、商業地域指定の遅い東裏館二、上越市については、商店街
近代化事業を行っていない地区から本町二・三、仲町二・三を抽出した。 
(7)三条市では市内在住者を対象としたため、駐車場や空地の所有者も対
象とした。上越市では町内在住の住宅、商店所有者、また、市外在住の不
在地主に対しても調査を行った。 
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